
平成１４年６月期第 1 四半期決算短信（連結） 
平成１３年１１月２０日 

 

会 社 名 株式会社デジタルガレージ 登録銘柄 

コ ー ド 番 号 ４８１９   本社所在都道府県 東京都 

本 社 所 在 地 東 京 都 渋 谷 区 富 ヶ 谷 二 丁 目 ４ ３ 番 １ ５ 号  

問い合わせ先 責任者役職名 取締役ＣＦＯ経営管理本部長 

氏 名 德山 涼平  ＴＥＬ（０３）５４６５－７７４７ 

中間配当制度の有無 ○有 ・ 無 

単元株制度採用の有無 有（１単元 株） ・ ○無 

 

１．平成１４年６月期第１四半期の連結業績（平成１３年７月１日～平成１３年９月３０日） 

(注) 1．本四半期決算短信の数値は、未監査です。 

2．本四半期決算短信の数値は、未監査決算期又は半期のような会計上の修正を行っていません。 

 

(1) 連結経営成績 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 

１４年第１四半期 

１３年第１四半期 

百万円   ％ 

400（△18.6 ） 

492（ 302.3 ） 

百万円   ％ 

△174（ － ） 

38（ － ） 

百万円   ％ 

△195（ － ） 

38（ － ） 

 

 
当 期 純 利 益 

1 株 当 た り 

当 期 純 利 益 

潜 在 株 式 調 整 後 

1 株 当 た り 当 期 純 利 益 

株 主 資 本 

当 期 純 利 益 率 

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高 

経常利益率 

 

１４年第１四半期 

１３年第１四半期 

百万円   ％ 

△196（ － ） 

22（ － ） 

円 銭 

△16,886.55 

2,205.49 

円 銭 

― 

― 

％ 

△8.3 

2.7 

％ 

△6.6 

2.1 

％ 

△48.9 

7.8 

(注) 1．持分法投資損益 １４年第１四半期 △43 百万円  １３年第１四半期   ―百万円 

2．デリバティブ取引の評価損益  ―百万円 

3．会計処理の方法の変更 有 ・ ○無 

4．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率を記載

しています。 

ただし、１３年第１四半期の営業利益、経常利益及び当期純利益におけるパーセント表示は前年同四

半期がマイナスであるため記載を省略しています。 

また、１４年第１四半期の営業利益、経常利益及び当期純利益におけるパーセント表示は当該四半期

がマイナスであるため記載を省略しています。 

5．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は新株引受権付社債を発行していますが、１３年第１四半期に

ついては非上場、非店頭登録であり期中平均株価の算定ができないため、また１４年第１四半期につい

ては、１株当たり当期純損失が計上されているため記載していません。 

 

(2) 連結財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本 

 

１４年第１四半期 

１３年第１四半期 

百万円 

3,136 

1,600 

百万円 

2,386 

840 

％ 

76.1 

52.4 

円  銭 

205,355.86 

80,942.24 

(注) 1．期末発行済株式数 11,620.36 株 

2．期末自己株式数   －株 

店 



 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

期 末 残 高 

 

１４年第１四半期 

１３年第１四半期 

百万円 

△27 

151 

百万円 

△15 

△69 

百万円 

301 

13 

百万円 

631 

538 

 

(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数  2 社  持分法適用非連結子会社数  ―社  持分法適用関連会社数  2 社 

 

(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結(新規)  ―社  (除外)  ―社   持分法(新規)  ―社  (除外)  ―社 

 

 

２．平成１４年６月期の連結業績予想（平成１３年７月１日～平成１４年６月３０日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 

中 間 期 

通 期 

百万円 

1,574 

4,194 

百万円 

△143 

 315 

百万円 

△117 

 143 

(参考) 1 株当たり予想当期純利益(通期) 12,352 円 28 銭 



金額 比率 金額 比率
【資産の部】

流動資産
現 金 及 び 預 金 860,101 756,583
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 322,387 266,127
有 価 証 券 300,165 ―
た な 卸 資 産 15,066 6,620
前 渡 金 250,430 3,665
繰 延 税 金 資 産 1,521 45,185
そ の 他 36,213 12,581
貸 倒 引 当 金 △ 2,330 △ 2,349

流動資産合計 1,783,554 56.9 1,088,414 68.0
固定資産

有形固定資産 123,096 3.9 91,147 5.7
無形固定資産

ソ フ ト ウ ェ ア 232,301 119,323
そ の 他 56,481 72,849

無形固定資産合計 288,782 9.2 192,172 12.0
投資その他の資産

投 資 有 価 証 券 867,394 175,200
繰 延 税 金 資 産 ― 3,494
そ の 他 73,223 49,788

投資その他の資産合計 940,618 30.0 228,482 14.3
固定資産合計 1,352,496 43.1 511,802 32.0
資産合計 3,136,050 100.0 1,600,217 100.0

【負債の部】
流動負債

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 69,077 58,154
短 期 借 入 金 300,000 448,000
そ の 他 113,523 119,286

流動負債合計 482,600 15.4 625,440 39.1
固定負債

長 期 借 入 金 ― 60,664
退 職 給 付 引 当 金 8,028 5,988
繰 延 税 金 負 債 202,468 ―
そ の 他 ― 4,819

固定負債合計 210,496 6.7 71,471 4.5
負債合計 693,097 22.1 696,912 43.6

【少数株主持分】 56,643 1.8 63,123 3.9

【資本の部】
資本金 1,251,869 731,755
資本準備金 1,342,621 432,305
欠損金 495,241 323,878
その他有価証券評価差額金 287,059 ―
資本合計 2,386,309 76.1 840,182 52.5
負債、少数株主持分及び資本合計 3,136,050 100.0 1,600,217 100.0

連結貸借対照表（未監査）

当第１四半期 前第１四半期
（平成１３年９月３０日現在）（平成１２年９月３０日現在）

（単位：千円/％）



金額 比率 金額 比率
売上高 400,960 100.0 492,325 100.0
売上原価 230,654 57.5 196,747 40.0
売上総利益 170,306 42.5 295,578 60.0
販売費及び一般管理費 344,366 85.9 257,021 52.2
営業利益 △ 174,059 △ 43.4 38,556 7.8
営業外収益

受 取 利 息 289 472
投 資 有 価 証 券 売 却 益 18,931 ―
為 替 差 益 ― 322
そ の 他 3,380 2,331

営業外収益合計 22,602 5.6 3,126 0.6
営業外費用

支 払 利 息 377 2,908
持分法による投資 損失 43,377 ―
そ の 他 739 13

営業外費用合計 44,494 11.1 2,922 0.6
経常利益 △ 195,952 △ 48.9 38,760 7.8
特別利益

そ の 他 150 ―
特別利益合計 150 0.1 ―
税金等調整前当期純利益 △ 195,802 △ 48.8 38,760 7.8
法人税、住民税及び事業税 726 △ 0.2 657 △ 0.1
法人税等調整額 9,917 △ 2.5 20,814 △ 4.2
少数株主損失 10,222 2.6 5,604 1.1
当期純利益 △ 196,223 △ 48.9 22,893 4.6

連結損益計算書（未監査）

当第１四半期 前第１四半期

至　平成１３年９月３０日 至　平成１２年９月３０日
自　平成１３年７月　１日 自　平成１２年７月　１日

（単位：千円/％）



（単位：千円）
当第１四半期 前第１四半期

自平成１３年７月   １日 自平成１２年７月   １日
至平成１３年９月３０日 至平成１２年９月３０日

欠損金期首残高 299,017 346,771
当期純利益 △ 196,223 22,893
欠損金期末残高 495,241 323,878

連結剰余金計算書（未監査）



（単位：千円）
当第１四半期 前第１四半期

自平成１３年７月   １日 自平成１２年７月   １日
至平成１３年９月３０日 至平成１２年９月３０日

金額 金額
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 △ 195,802 38,760
減価償却費 12,193 6,057
ソフトウェア償却費 15,965 6,397
営業権償却 4,613 4,613
受取利息及び受取配当金 △ 201 △ 472
支払利息 377 3,102
為替差損益 419 △ 322
持分法による投資損失 43,377 ―
投資有価証券売却益 △ 18,931 ―
売上債権の増減額 476,527 384,001
たな卸資産の増減額 △ 7,771 △ 2,453
未収入金の増減額 2,646 29,972
仕入債務の増減額 △ 333,749 △ 320,343
未払金の増減額 9,190 △ 17,272
未払消費税等の増減額 3,620 10,108
その他 △ 6,587 15,587

小計 5,887 157,736
利息及び配当金の受取額 151 472
利息の支払額 △ 377 △ 2,908
法人税等の支払額 △ 33,342 △ 3,409

営業活動によるキャッシュ・フロー △ 27,681 151,890

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
定期預金・定期積金の増減額 △ 2,141 △ 1,985
有形固定資産の取得による支出 △ 7,819 △ 6,489
無形固定資産の取得による支出 △ 26,049 △ 61,059
投資有価証券の売却による収入 19,276 ―
その他 1,307 △ 142

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 15,426 △ 69,675

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の増減 300,000 20,000
長期借入金の返済による支出 ― △ 6,999
株式の発行による収入 1,499 ―

財務活動によるキャッシュ・フロー 301,499 13,000

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 579 316
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 257,812 95,531
Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 373,996 443,362
Ⅶ 現金及び現金同等物期末残高 631,808 538,894

連結キャッシュ・フロー計算書

科目



（連結財務諸表作成のための基本となる事項）

１．連結の範囲及び持分法の適用に関する事項

連結子会社数　２社
２社（子会社はすべて連結しております）
株式会社ディーエス・インタラクティブ
株式会社イーコマース総合研究所

持分法適用の関連会社数
２社（関連会社はすべて持分法を適用しております）
株式会社イーコンテクスト
株式会社ギフトポート

２．連結子会社及び持分法適用関連会社の事業年度等に関する事項

連結子会社
決算日

株式会社ディーエス・インタラクティブ6月30日 平成13年7月1日から平成13年9月30日
株式会社イーコマース総合研究所 6月30日 平成13年7月1日から平成13年9月30日

持分法適用関連会社
決算日

株式会社イーコンテクスト 2月28日 平成13年3月1日から平成13年5月31日
株式会社ギフトポート 3月31日 平成13年4月1日から平成13年6月30日

３．会計処理基準に関する事項

４．投資勘定と資本勘定との相殺消去に関する事項

５．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、現金及び普通預
金並びに当座預金からなっております。

なお、当該相殺消去に当たり発生した消去差額は発生年度に全額を償却する方法によって
います。

会社名

連結子会社は、当社が採用する会計処理基準とおおむね同一の会計処理基準を採用してお
ります。

親会社投資勘定と子会社資本勘定との相殺消去は、取得日を基準とする、段階法によって
おります。

当四半期連結期間

会社名 当四半期連結期間



販売実績（連結）

14年第1四半期 13年第1四半期 増減額 対前期比
ＩＴｿﾘｭｰｼｮﾝ 255,263 296,961 △ 41,697 86.0
ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞｿﾘｭｰｼｮﾝ 115,581 168,988 △ 53,406 68.4

370,845 465,949 △ 95,104 79.6
ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑｻｰﾋﾞｽ収入 ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑｻｰﾋﾞｽ 12,617 1,778 10,839 709.5
商品売上高 商品（ＣＤ、ＤＶＤ、ＬＤ等） 17,498 24,598 △ 7,100 71.1

400,960 492,325 △ 91,365 81.4

※1　金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　

区　　　　　　　分
（単位：千円/％）

小　　　　　　　計

合　　　　　　　計

ｿﾘｭｰｼｮﾝ収入



 

平成１４年６月期第１四半期個別財務諸表の概要 
平成１３年１１月２０日 

 

会 社 名 株式会社デジタルガレージ 登録銘柄 

コ ー ド 番 号 ４８１９   本社所在都道府県 東京都 

本 社 所 在 地 東 京 都 渋 谷 区 富 ヶ 谷 二 丁 目 ４ ３ 番 １ ５ 号  

問い合わせ先 責任者役職名 取締役ＣＦＯ経営管理本部長 

氏 名 德山 涼平  ＴＥＬ（０３）５４６５－７７４７ 

中間配当制度の有無 ○有 ・ 無 

単元株制度採用の有無 有（１単元 株） ・ ○無 

 

１．平成１４年６月期第１四半期の業績（平成１３年７月１日～平成１４年９月３０日） 

(注) 1．本四半期決算短信の数値は、未監査です。 

2．本四半期決算短信の数値は、未監査決算期又は半期のような会計上の修正を行っていません。 

 

(1) 経営成績 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 

１４年第１四半期 

１３年第１四半期 

百万円   ％ 

345（△26.0） 

466（ 335.9） 

百万円   ％ 

△145（ － ） 

53（ － ） 

百万円   ％ 

△127（ － ） 

52（ － ） 

 

 
当 期 純 利 益 

1 株 当 た り 

当 期 純 利 益 

潜在株式調整後 

1 株当たり当期純利益 

株 主 資 本 

当 期 純 利 益 率  

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高  

経常利益率 

 

１４年第１四半期 

１３年第１四半期 

百万円   ％ 

△137（ － ） 

  29（ － ） 

円 銭 

△11,841.49 

2,840.22 

円 銭 

― 

― 

％ 

△5.5 

3.5 

％ 

△4.3 

3.0 

％ 

△36.8 

11.2 

(注) 1．期中平均株式数   １４年第１四半期  11,620.12 株   １３年第１四半期 10,380 株 

2．会計処理の方法の変更  有 ・ ○無 

3．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前年同四半期期増減率を記

載しています。 

ただし、１３年第１四半期の営業利益、経常利益及び当期純利益におけるパーセント表示は前年同四

半期がマイナスであるため記載を省略しています。 

また、１４年第１四半期の営業利益、経常利益及び当期純利益におけるパーセント表示は当該四半期

がマイナスであるため記載を省略しています。 

4．潜在株式調整後 1 株当たり当期純利益は新株引受権付社債を発行していますが、１３年第１四半期につ

いては非上場、非店頭登録であり期中平均株価の算定ができないため、また１４年第１四半期について

は、１株当たり当期純損失が計上されているため記載していません。 

 

(2) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本 

 

１４年第１四半期 

１３年第１四半期 

百万円 

3,199 

1,558 

百万円 

2,536 

849 

％ 

79.3 

54.5 

円 銭 

218,261.22 

81,825.52 

(注) 1．期末発行済株式数 １４年第１四半期 11,620.36 株（無額面） １３年第１四半期 10,380 株 

2．期末自己株式数  －株 

店 



 

２．１４年６月期の業績予想（平成１３年７月１日～平成１４年６月３０日） 

1 株当たり年間配当金 
 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

中 間 期 末  

 

中 間 期 

通 期 

百万円 

1,353 

3,673 

百万円 

△51 

330 

百万円 

△33 

184 

円 銭 

 

― 

円 銭 

 

― 

円 銭 

 

― 

（参考） 1 株当たり予想当期純利益（通期） 15,927 円 03 銭 

 



金額 比率 金額 比率
【資産の部】

流動資産
現 金 及 び 預 金 824,372 716,882
受 取 手 形 315 ―
売 掛 金 264,407 246,744
有 価 証 券 300,165 ―
た な 卸 資 産 2,597 1,377
前 渡 金 250,430 3,665
繰 延 税 金 資 産 810 43,108
そ の 他 33,462 12,435
貸 倒 引 当 金 △ 2,100 △ 2,280

流動資産合計 1,674,460 52.3 1,021,934 65.6
固定資産

有形固定資産 116,939 3.7 85,341 5.5
無形固定資産

ソ フ ト ウ ェ ア 231,962 118,255
そ の 他 5,159 3,294

無形固定資産合計 237,120 7.4 121,550 7.8
投資その他の資産

投 資 有 価 証 券 596,393 39,200
関 係 会 社 株 式 505,908 241,908
繰 延 税 金 資 産 ― 3,494
そ の 他 68,967 45,398

投資その他の資産合計 1,171,268 36.6 330,000 21.2
固定資産合計 1,525,329 47.7 536,892 34.4
資産合計 3,199,789 100.0 1,558,826 100.0

【負債の部】
流動負債

買 掛 金 53,834 87,503
短 期 借 入 金 300,000 448,000
そ の 他 103,068 105,351

流動負債合計 456,903 14.3 640,855 41.1
固定負債

長 期 借 入 金 ― 60,664
退 職 給 付 引 当 金 4,143 3,139
繰 延 税 金 負 債 202,468 ―
そ の 他 ― 4,819

固定負債合計 206,611 6.4 68,622 4.4
負債合計 663,515 20.7 709,477 45.5

【資本の部】
資本金 1,251,869 731,755
資本準備金 1,342,621 432,305
欠損金 345,275 314,712
その他有価証券評価差額金 287,059 ―
資本合計 2,536,274 79.3 849,348 54.5
負債及び資本合計 3,199,789 100.0 1,558,826 100.0

貸借対照表（未監査）

当第１四半期 前第１四半期
（平成１３年９月３０日現在）（平成１２年９月３０日現在）

（単位：千円/％）



金額 比率 金額 比率
売上高 345,414 100.0 466,547 100.0
売上原価 182,770 52.9 192,034 41.2
売上総利益 162,644 47.1 274,513 58.8
販売費及び一般管理費 307,844 89.1 221,338 47.4
営業利益 △ 145,200 △ 42.0 53,174 11.4
営業外収益

受 取 利 息 273 461
投 資 有 価 証 券 売 却 益 18,931
そ の 他 5 1,962

営業外収益合計 19,211 5.5 2,423 0.5
営業外費用

支 払 利 息 377 2,908
為 替 差 損 739 ―
そ の 他 ― 13

営業外費用合計 1,117 0.3 2,922 0.6
経常利益 △ 127,106 36.8 52,674 11.3
特別利益

そ の 他 150 ―
特別利益合計 150 0.1 ―
税引前当期純利益 △ 126,956 △ 36.7 52,674 11.3
法人税、住民税及び事業税 723 △ 0.2 561 △ 0.1
法人税等調整額 9,919 △ 2.9 22,631 △ 4.9
当期純利益 △ 137,599 △ 39.8 29,481 6.3
前期繰越利益 △ 207,676 △ 344,193
当期未処分利益 △ 345,275 △ 314,712

至　平成１３年９月３０日 至　平成１２年９月３０日

損益計算書（未監査）

当第１四半期 前第１四半期
自　平成１３年７月　１日 自　平成１２年７月　１日

（単位：千円/％）



（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式
…移動平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの
…決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定）
時価のないもの
…移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び貯蔵品
…移動平均法による原価法

３．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産
…定率法
   なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
   建物　　　　　　　　10～15年
   器具及び備品  　　4～ 8年
無形固定資産
…自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（最長５年）に基
づく定額法

４．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

５．その他

消費税等の会計処理は、税抜き方式によっております。

（重要な会計方針）

当四半期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見
書」（企業会計審議会　平成11年1月22日））を適用し、その他有価証券のうち時価のあ
るものの評価の方法を、移動平均法による低価法から決算日の市場価格等に基づく時価法
に変更している。この結果、従来の方法によった場合と比較して、投資有価証券は
494,929千円増加している。


